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令和５年 職場における定期健康診断実施結果について 

～有所見率（70.8% (※１)）は昨年に比べ1.3ポイント減～ 

～９月は職場の健康診断実施強化月間です～ 

 沖縄労働局(局長 柴田
し ば た

 栄二郎
えいじろう

)は、令和５年に事業場から提出された定期健康診断結

果報告書に基づき､定期健康診断実施結果の状況
(※２)

を取りまとめました｡ 

 
 (※１)「有所見率」とは、受診した労働者のうち健康診断の項目に何らかの異常の所見がある方の 

割合をいう。 
 (※２) 今回の発表内容は､県内５か所の労働基準監督署に報告のあった、延べ1,156事業場(受診者

115,673人)において実施された定期健康診断結果報告書に基づくものです。 
 

 

担       

 

当 

 
沖縄労働局労働基準部 健康安全課 

課 長 梅澤  栄 
   衛 生専門官 長嶺 進 

衛生専門官 久場健滋 

電話：０９８ （８６８） ４４０２ 

 

１ ポイント  

(1)  有所見率は全国ワースト２位（資料①、②参照） 

①  有所見率は前年比 1.3ポイント改善の70.8%となり、平成23年から昨年度まで12年

連続最下位から抜け出し、全国ワースト２位に。 

②  全国平均値との格差は11.9ポイントとなり、昨年に比べ1.9ポイント縮まった。 

(2)  健診項目別の有所見率 （資料③ 参照） 

血中脂質が40.2%(全国平均31.2%)で最も高く、次いで血圧26.6%(全国平均18.3%)、

肝機能23.4%(全国平均15.9%)の順となっている。また、尿（糖）、喀痰以外の項目で

全国平均値より高い。 

(3)  業種別の有所見率 （資料④ 参照） 

「製造業(81.8%)」、「清掃・と畜業(80.6%)」、「運輸交通業(75.7%)」等が全業種

平均値（70.8%)より高い業種となっている。 
 
 

沖 縄 労 働 局 発 表 
令 和 ６ 年 ８ 月 3 0 日 

沖縄労働局 
Okinawa Labour Bureau 

厚生労働省 
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〔添付資料〕 

① 職場における定期健康診断有所見率の推移(平成26年～令和５年) 

② 令和５年定期健康診断実施結果(都道府県別) 

③ 職場における定期健康診断有所見率(令和５年健診項目別) 

④ 職場における定期健康診断有所見率の主な業種(有所見率の高い順)(令和元年～令和５年) 

⑤ うちなー健康経営宣言（リーフレット） 

⑥ 第75回全国労働衛生週間（リーフレット） 

⑦ ９月は「職場の健康診断実施強化月間」です（リーフレット） 

２ 沖縄労働局の取組み 

  令和５年度から５か年の計画である「沖縄労働局第14次労働災害防止計画」におい

て、働き盛り世代の健康づくり対策の推進の目標として、定期健康診断結果の有所見率

の全国平均との差を令和４年と比較して令和９年までにその拡大に歯止めをかけること

を掲げており、以下について取り組んでいく。 

（１）「うちなー健康経営宣言」登録事業場数を令和９年までに5,000件以上とするた

め、登録の周知・勧奨を行う。(資料⑤参照) 

※「健康経営®」はＮＰＯ法人健康経営研究会の商標登録です。 

（２）健康診断結果に基づく保健指導や、病気を抱える労働者の治療と仕事の両立支援

などの必要な産業保健サービスを提供している事業場の割合を令和９年までに80％

以上とする。そのため、 

① 産業医、衛生管理者、衛生推進者の選任等の指導 

② 定期健康診断について 

・ 定期健康診断の実施と、その結果通知の徹底 

・ 実施後の措置について、有所見者に対しては、医師による意見聴取の徹底 

③ 事業者・産業保健スタッフ等に対して沖縄産業保健総合支援センターや地域産

業保健センターの利用勧奨 

を積極的に行う。 

（３）令和６年度全国衛生週間（９月準備期間、10月本週間）の周知等を行う。 

   今年のスローガンは「推してます みんな笑顔の 健康職場」（資料⑥） 

（４）「職場の健康診断実施強化月間（９月）」の取組みについて、関係団体へ周知、及

び事業者に対して周知・指導を行う。（資料⑦参照） 

 



高知県　　〃　　４位
長崎県　　〃　　５位
岩手県　　〃　　６位
福井県   22年→１位～

※　資料出所 ： 厚生労働省「定期健康診断結果調」

（注）　平成28年～平成30年については、厚生労働省において数字を修正している。

（注）令和4年分については、令和4年10月の労働安全衛生規則の改正前後の有所見率を各期間で加重平均した推計値である。

　　　(令和4年有所見率)＝(令和4年1～9月の有所見率)×0.75＋(令和4年10～12月の有所見率)×0.25
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資料① 職場における定期健康診断有所見率の推移（平成26年～令和５年）（％）



人  数 有所見率(%)

01 北 海 道 4,805 (1,445) 445,796 281,836 63.2

02 青 森 1,298 (589) 119,250 80,182 67.2

03 岩 手 1,410 (720) 140,205 91,012 64.9

04 宮 城 2,313 (775) 217,392 138,581 63.7

05 秋 田 853 (395) 79,970 56,867 71.1

06 山 形 1,219 (463) 119,500 83,475 69.9

07 福 島 2,030 (789) 195,436 120,156 61.5

08 茨 城 2,573 (913) 281,376 172,552 61.3

09 栃 木 2,027 (763) 228,215 141,513 62.0

10 群 馬 2,153 (804) 210,664 127,460 60.5

11 埼 玉 5,574 (1,713) 548,694 332,436 60.6

12 千 葉 4,430 (1,476) 463,787 260,912 56.3

13 東 京 15,614 (3,867) 2,158,832 1,216,733 56.4

14 神 奈 川 6,907 (2,292) 778,052 464,319 59.7

15 新 潟 2,516 (1,046) 234,062 127,243 54.4

16 富 山 1,382 (520) 142,285 87,206 61.3

17 石 川 1,209 (392) 118,603 66,807 56.3

18 福 井 1,013 (512) 91,677 56,302 61.4

19 山 梨 898 (296) 81,593 50,069 61.4

20 長 野 2,126 (799) 197,536 111,778 56.6

21 岐 阜 2,179 (820) 207,081 124,694 60.2

22 静 岡 3,998 (1,465) 419,324 248,919 59.4

23 愛 知 8,743 (3,102) 1,081,221 595,613 55.1

24 三 重 1,857 (843) 208,195 115,645 55.5

25 滋 賀 1,620 (628) 170,668 94,164 55.2

26 京 都 2,522 (936) 264,277 161,610 61.2

27 大 阪 8,875 (2,886) 953,803 546,421 57.3

28 兵 庫 5,649 (2,231) 563,777 328,404 58.3

29 奈 良 970 (343) 86,447 51,506 59.6

30 和 歌 山 728 (291) 67,936 41,826 61.6

31 鳥 取 609 (328) 52,465 30,186 57.5

32 島 根 628 (285) 60,149 37,025 61.6

33 岡 山 1,995 (850) 193,488 112,056 57.9

34 広 島 2,900 (1,261) 297,554 179,399 60.3

35 山 口 1,264 (554) 143,640 80,889 56.3

36 徳 島 633 (255) 60,914 37,375 61.4

37 香 川 954 (414) 93,046 56,767 61.0

38 愛 媛 1,228 (504) 115,935 66,835 57.6

39 高 知 563 (227) 52,482 34,692 66.1

40 福 岡 4,439 (1,550) 462,338 276,060 59.7

41 佐 賀 885 (372) 90,212 55,573 61.6

42 長 崎 972 (404) 98,853 62,134 62.9

43 熊 本 1,423 (527) 138,930 85,678 61.7

44 大 分 1,013 (440) 109,962 65,926 60.0

45 宮 崎 918 (291) 87,038 51,524 59.2

46 鹿 児 島 1,327 (528) 137,158 81,137 59.2

47 沖 縄 1,156 (404) 115,673 81,920 70.8

合       計 122,398 (43,308) 13,185,491 7,771,417 58.9

資料：定期健康診断結果調
（注） １　「健康診断実施事業場数」欄は健診実施延事業場数である。

２　（　　　）内は年２回以上健診を実施した事業場数で内数である。

資料②　令和５年定期健康診断実施結果（都道府県別）

都　道　府　県 健診実施事業場数 受診者数
所見のあった者



令和４年時の全国平均との差
令和3年時の全国平均との差
平成28年時の全国平均との差
平成27年時の全国平均との差
平成26年時の全国平均との差
平成25年時の全国平均との差

※　資料出所 ： 厚生労働省「定期健康診断結果調」、沖縄労働局「定期健康診断結果調」
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資料③ 職場における定期健康診断有所見率（令和５年 健診項目別）
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（左：業種　右：有所見率（％））

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

1 清 掃 ・ と 畜 業 75.2 1 製 造 業 77.5 1 製 造 業 80.6 1 製 造 業 79.7 1 製 造 業 81.8

2 運 輸 交 通 業 74.8 2 運 輸 交 通 業 77.2 2 建 設 業 75.3 2 清 掃 ・ と 畜 業 78.4 2 清 掃 ・ と 畜 業 80.6

3 製 造 業 74.3 3 建 設 業 73.0 3 運 輸 交 通 業 74.7 3 運 輸 交 通 業 74.9 3 運 輸 交 通 業 75.7

4 そ の 他 の 事 業 71.0 4 商 業 72.9 4 商 業 73.2 4 商 業 74.2 4 商 業 72.9

5 商 業 70.5 5 清 掃 ・ と 畜 業 72.7 5 そ の 他 の 事 業 71.7 5 そ の 他 の 事 業 73.1 5 そ の 他 の 事 業 72.6

全 業 種 平 均 68.5 全 業 種 平 均 69.5 全 業 種 平 均 70.4 全 業 種 平 均 72.1 全 業 種 平 均 70.8

※　資料出所 ： 沖縄労働局「定期健康診断結果調」
（注）令和4年については、令和4年10月の労働安全衛生規則の改正前後の有所見率を各期間で加重平均した推計値である。
　　　(令和4年有所見率)＝(令和4年1～9月の有所見率)×0.75＋(令和4年10～12月の有所見率)×0.25
（注）受診者数1,000人以上の業種を対象とする。

資料④　職場における定期健康診断有所見率の主な業種

（有所見率の高い順）



うちなー健康経営宣言 !
沖縄県内の働き盛り世代における健康づくりをサポートするため、令和３年３月に関係機関５者

『沖縄県・沖縄労働局・沖縄県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全国健康保険協会

（協会けんぽ）沖縄支部』にて包括的連携に関する協定を締結しました。これを機に、沖縄労働局で

行っていた「ひやみかち健康宣言」と協会けんぽ沖縄支部の「福寿うちな～健康宣言」を

「うちなー健康経営宣言」に統一し、令和３年４月１日より関係機関一体となって健康経営®(※)に

取り組む事業場をサポートいたします!

健康経営とは

健康経営実践のポイントは2つ

メリット

1
メリット

2
メリット

3
メリット

4
労働生産性の向上
従業員の病気リスク軽減

組織の活性化 優秀な人材の
獲得と定着モチベーション向上

従業員の健康を重要な経営資源と捉え積極的に従業員の健康増進に取り組む企業経営スタイルのことです。

事業場の代表者が健康経営を実践することを決意し、それを社内外に広く公表すること

健診結果に基づき、事業場の健康課題を抽出し、その課題を改善するための効果的な
取組みを実践していくこと

健康経営宣言の見える化

貴事業場

健康課題等の把握

沖縄労働局のホームページに事業場名や事業
場全体の取組み内容（代表者メッセージ）等を
掲載することで、貴社が健康経営を実践
している事業場であることを見える化（可視化）
します。

協会けんぽが保有する健診結果（注）を活用して、
年に一度「事業所カルテ」を発行します。
このカルテにより事業場の健康課題の把握や、
取組み後の改善効果を確認することが可能
となります。
（注）協会けんぽ加入以外の事業場は個人情報上の問題のない
健診結果情報を提供していただくことが前提となります

「うちなー健康経営宣言」では、
実践のサポートが受けられるため、
効果的に健康経営に取り組むことが
できます!

健康づくりサポートは5者で行います!

健康づくりサポートメニュー(無料)

「うちなー健康経営ニュースレター」
健康に関する情報、健康づくりに積極的に取り組む宣言事業場の好事例などをご紹介します。

「がんじゅう沖縄（メルマガ）」
希望される方に産業保健に関する最新情報を毎月提供します。

「健康づくりのアドバイス」

「その他」

協会けんぽの保健師や管理栄養士などの専門スタッフが、事業場の健康づくりへの取組み課題について、
相談に対応します。お気軽にご利用ください。

＊原則、加入事業場への支援

【沖縄県医師会】http://www.okinawa.med.or.jp/
・医師による高血圧予防などの健康講話や健康相談を行います。

【沖縄産業保健総合支援センター】https://www.okinawas.johas.go.jp/
・50人未満の事業場向けに、健康診断で有所見となった従業員の必要な
　措置について、医師からの意見聴取ができます。

・保健師が事業場を訪問し、保健指導や健康講話を行います。
・産業保健に関する様々なテーマの研修を行っています。
・メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援に関する相談に対応いたします。

【協会けんぽ】 https://www.kyoukaikenpo.or.jp/shibu/okinawa/

・保健師・管理栄養士が事業場を訪問し、特定保健指導や健康講話を行います。
・事業場内に展示して、健康への意識を高めてもらえるようなフードモデル（食品模型）や脂肪１kg実物大モデル、
   禁煙指導用肺モデル等のレンタルをいたします。

全国健康保険協会  沖縄支部 TEL 098-951-2211(音声ガイダンス4)
TEL 098-868-4402沖縄労働局  健康安全課

お問い合わせ先

全国健康保険協会 沖縄支部 沖縄労働局 2022.06

※「健康経営  」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。

貴社の健診受診率や生活習慣病リスクなどを協会けんぽ全支部や沖縄支部、
同業態と比較した「事業所カルテ(健康度診断結果)」を毎年提供します。
健康課題の把握にご活用ください。
＊被保険者数などにより、ご提供できない場合があります。

【協会けんぽ以外の場事業】

個人が特定されない範囲の健診情報を別途「健診情報提供書」として協会

けんぽへ提供いただくことで、活用することができます。
＊ご提供いただく内容：自社の健診受診者数と生活習慣病に関する検査
　項目の有所見者数、喫煙者数等
＊事業所カルテは協会けんぽ加入事業場でも健康保険の適用事業場単位で
　作成しております。
   営業所・支店等で宣言された場合は、事業所カルテがご提供できないことをご了承願います。

【協会けんぽ加入事業場】

 99999999　株式会社 〇〇〇〇 (見本) 　 様 

４．生活習慣病のリスク保有率 【被保険者】 対象年齢:35歳-74歳

　◇ リスク保有率 ＝ リスク該当者数 ／ リスク判定者数
　　※ リスク判定者�年度末時点で資格を有している35歳以上74歳以下の被保険者の健診データのうち、特定保健指導レベ
　　　　　　　　　　 ルが判定不能でない者

① メタボリックシンドローム該当率　・腹囲リスクかつ血圧・糖代謝・脂質リスクのうち2項目以上に該当

② メタボリックシンドローム予備群該当率　・腹囲リスクかつ血圧・代謝・脂質リスクのうち1項目に該当

③ 腹囲リスク保有率　・腹囲が男性で85cm以上、女性で90cm以上(内臓脂肪面積の検査値がある場合は100cm²以上)

沖縄支部 15.5% 15.6% 15.8%

全国支部 13.2% 13.3% 13.5%

2018年度 2019年度 2020年度

貴事業所 7.3% 7.2% 8.5%

同業態
（沖縄支部） 12.3% 13.0% 12.7%

全国支部 35.9% 36.3% 37.1%

同業態
（沖縄支部） 33.6% 34.5% 34.5%

沖縄支部 42.4% 43.1% 43.8%

2018年度 2019年度 2020年度

貴事業所 19.0% 20.0% 22.3%

2018年度 2019年度 2020年度

沖縄支部 17.6% 18.1% 19.1%

全国支部 15.2% 15.5% 16.3%

貴事業所 20.8% 19.8% 23.1%

同業態
（沖縄支部） 12.0% 12.5% 13.1%

事 業 所 カ ル テ 【 2020 年 度 版 】
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「事業所カルテ」
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申請の流れ

実践する取組み内容①

実践する取組み内容②取組みはサポートメニューも活用しながら実践へ!!

事業場の代表者が
健康経営を実践することを
決め、推進していくため
社内の担当者を決めます
＊協会けんぽに加入されている
事業場は「健康保険委員」を

選定すること

申請書に代表者
メッセージ※を記載し、
取組み内容から実際に
取り組む項目を決めます

必須項目3つ
＋

選択項目1つ以上

取組み内容は、必須項目と選択項目があります。選択項目は１つ以上を選んでいただきます。

必須項目

選択項目

宣言後は...

次の３つは、法律に基づき必ず取り組んでいただく内容です
(注)

＊労働安全衛生法や高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、年１回以上該当する従業員全てに

　健康診断を受診させる

＊健康診断の結果、健康保持に努める必要がある従業員に対し、保健指導又は特定保健指導を

　受けさせる

＊健康診断の結果、有所見となった従業員の必要な措置について、医師の意見を聴いた上で、

　就業上の必要な措置を行う (労働者50人未満の事業場は地域産業保健センターをご利用いただけます）

（注）「労働安全衛生法」や「高齢者の医療の確保に関する法律」が適用される事業場

次の①から⑬までの中から、取り組む内容を１つ以上選んでください。
取組み例を参考に自社の健康課題や取り組めそうなことからスタートしてみましょう！

積極的に取り組まれている事業場には申請により次のような認定・表彰制度があります!

沖縄県健康づくり表彰（がんじゅうさびら表彰）

健康経営優良法人認定制度
健康づくりに積極的に取り組み、顕著な実績を上げた事業場や地域団体を県知事が表彰します。

経済産業省が創設した認定制度で、健康経営に取り組んでいる優秀な大企業や中小企業が、定め
られた基準に基づき認定されます。

沖縄県内においても
表彰や認定を受けられた
事業場が増えてきています。
このような制度も視野に
健康経営を進めてみて
くださいね。

選択項目 取組み例 おすすめポイント

健康診断結果において、再検査や治療を要請
されたら、必ず受診させ、その報告を提出
させることについて、就業規則に盛り込む

・該当する従業員に再検査や治療等の受診を
   させ、その報告を提出させる

就業規則に盛り込むことで、全社員が健康問題
に取り組まなければならないことについて
「見える化」することができ、また担当者が
代わっても継続させることができます

従業員の家族の健診受診を奨励する
・従業員から家族に受診の声掛けをする
・協会けんぽと事業場代表者との連名で受診
   勧奨文を個別通知する

ご家族がともに健康であることは安心して
働く上でも重要な取り組みです

健康増進に関する数値目標を設定する
                                      （任意）

・全従業員１日8,000歩以上歩く
・メタボリスクを前年度より5％減少させる

事業所カルテを活用し健康課題を把握すると
具体的な数値目標が立てやすく
なります

従業員に対して、健康意識を向上させる取り
組みを行う

・朝礼や会議、回覧等で健康に関する情報
   発信
・栄養や運動、飲酒やメンタルヘルス等に関する
　研修会の実施

産業医や産業保健スタッフ、協会けんぽ等に
ご相談ください

食生活の改善に取り組む
・ヘルシー弁当の利用を勧める
・自販機の飲料は低糖・無糖へ変更する
・おやつの買置き・配布をしない

メタボや血圧、血糖等の有所見者が多い事業
場にお勧め!習慣を変えるきっかけづくりに
なります

運動機会の増進に取り組む

禁煙や受動喫煙防止に取り組む

適正飲酒対策に取り組む

血圧管理に取り組む

感染症予防に取り組む

時間外勤務の縮減や有給休暇取得を促進する

メンタルヘルス対策に取り組む

治療と仕事の両立支援に取り組む

その他（任意で設定）

・職場で、時間を決めてラジオ体操を実施する
・スポーツクラブ等の利用補助

体調の確認、健康維持やリフレッシュ効果が
あり、取り組んでいる事業場が増えています

・敷地内禁煙、屋内禁煙の実施
・禁煙希望者へ禁煙外来費用の一部補助

法改正もあり、受動喫煙防止対策は徹底して
いきましょう

・就業前に呼気中アルコール濃度のチェックを
　する
・職場の飲み会は一次会までにする

肝機能リスクの高い事業場や車を運転する
方が多い場合は積極的に取り組みましょう

・血圧計を設置し、正常範囲の周知と就業前
　の測定により正常範囲を超えている場合は、
　上司へ報告をする
・高血圧者の体調確認や定期通院の
　ための時間確保

沖縄県では高血圧関連の病気で６５歳未満の
方が他県より多く亡くなっています。
血圧の有所見者が多い場合は事業場として
高血圧対策を考えましょう

・手洗い、消毒の奨励と衛生品の確保
・マスク着用の励行
・予防接種場所の提供、予防接種に係る時間
　の出勤扱い

感染症予防は従業員と顧客や関係先を守る
ためにも大切な取組みです

・ノー残業デーの設定、年次有給休暇の取得を
　勧める

仕事と家庭生活の両立に向けた環境づくり
につながります

・メンタルヘルスに関する相談窓口の設置と
　周知
・メンタルヘルス不調者への対応

職場の環境改善を目指し、沖縄産業保健総合
支援センターを活用しましょう

・治療と仕事の両立支援に関する相談窓口の
　設置と周知
・両立支援担当者を対象にした研修の実施

・両立支援に取り組む事業場の体制づくり、環境
　整備をする

治療と仕事の両立支援は社員の離職率の低下、
生産性の向上につながります

①～⑬に当てはまらない内容は、自由に設定
してください

『宣言証』が届いたら、
社内に掲示してください

申請は完了です！

※宣言事業場の
代表者メッセージは

こちらからご覧いただけます。

申請書の必要事項を

記載し、協会けんぽへ

FAX、又は沖縄労働局へ

メールにて申請書を

提出します

※宣言事業場の
代表者メッセージは

こちらからご覧いただけます。



重点事項をはじめとして、⽇常の労働衛⽣活動の総点検を⾏いましょう
 治療と仕事の両⽴⽀援対策
 職場の熱中症予防対策の推進
 テレワークでの労働者の作業環境、健康確保
 ⼩規模事業場における産業保健活動の充実
 ⼥性の健康課題への取組

事業者の皆さまへ

推してます
みんな笑顔の 健康職場

全国労働衛⽣週間スローガン

「全国労働衛⽣週間」は、労働者の健康管理や職場環境の改善など『労働衛⽣』に関する
国⺠の意識を⾼め、職場の⾃主的な活動を促して労働者の健康を確保することを⽬的として
毎年実施しています。

 過重労働による健康障害防⽌対策
 職場におけるメンタルヘルス対策
 職場における転倒・腰痛災害の予防対策
 化学物質による健康障害防⽌対策
 ⽯綿による健康障害防⽌対策
 職場の受動喫煙防⽌対策

第75回

準備期間（９⽉１⽇〜30⽇）に実施する事項

厚⽣労働省、中央労働災害防⽌協会主 唱
建設業労働災害防⽌協会、陸上貨物運送事業労働災害防⽌協会、港湾貨物運送事業労働災害
防⽌協会、林業・⽊材製造業労働災害防⽌協会

協 賛

誰もが安⼼して健康に働ける職場づくりへのご協⼒をお願いします︕

都道府県労働局・労働基準監督署

全国労働衛⽣週間
2024（令和6）年10⽉１⽇〜７⽇ ［準備期間︓９⽉１⽇〜30⽇］

 事業者または総括安全衛⽣管理者による職場巡視
 労働衛⽣旗の掲揚およびスローガンなどの掲⽰
 労働衛⽣に関する優良職場、功績者などの表彰
 有害物の漏えい事故、酸素⽋乏症などによる事故など緊急時の災害を想定した実地訓練などの
実施

 労働衛⽣に関する講習会・⾒学会などの開催、作⽂・写真・標語などの掲⽰
 その他労働衛⽣の意識⾼揚のための⾏事などの実施

全国労働衛⽣週間（10⽉１⽇〜７⽇）に実施する事項

kubak
フリーテキスト
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産業保健総合⽀援センターは、産業保健活動を⽀
援するため、企業への訪問指導や相談対応、研修
などを実施しています。
地域産業保健センター（地産保）では、⼩規模事
業場を対象に、医師による健康相談などを実施し
ています。
また、事業主団体等を通じて、中⼩企業等の産業
保健活動の⽀援を⾏う「団体経由産業保健活動推
進助成⾦」による⽀援も実施しています。
■産業保健総合⽀援センター（さんぽセンター）
https://www.johas.go.jp/shisetsu/tabid/
578/Default.aspx

■団体経由産業保健活動推進助成⾦
https://www.johas.go.jp/sangyouhoken/tabid/
1251/Default.aspx

時間外労働の削減や年次有給休暇取得促進など働
き⽅改⾰の推進に役⽴つ情報を紹介しています。
■働き⽅の現状が把握できる「⾃⼰診断」等
（働き⽅・休み⽅改善ポータルサイト）

https://work-holiday.mhlw.go.jp/

■各種助成⾦や無料相談窓⼝の紹介等
（働き⽅改⾰特設サイト）

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/top

「従業員の幸せのためのSAFEコンソーシアム」※

に加盟し安全衛⽣の取り組みを社内外に
PRしましょう︕
※増加傾向にある転倒・腰痛などの労働災害について、
顧客や消費者も含めたステークホルダー全員で解決を
図る活動体です。趣旨に賛同した企業、団体でコンソ
ーシアムを構成し、労働災害問題の協議や、加盟者間の
取り組みの共有、マッチング、労働安全衛⽣に取り組む
加盟メンバーの認知度向上などをサポートします。

■SAFEコンソーシアムポータルサイトはこちら
（サイト内から加盟申請もできます）

https://safeconsortium.mhlw.go.jp/

⾼齢者が安⼼して安全に働ける職場環境の実現に
向けた取り組みを進めましょう。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
newpage_00007.html

事業所が⾏っている安全衛⽣管理や、そこで働く
労働者の不安やストレスなど⼼⾝の健康状態につ
いての調査結果を公表しています。
安全衛⽣管理の参考資料として活⽤するとともに、
調査対象となった際のご協⼒をお願いします。
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/
list46-50_an-ji.html

取り組みには、以下の情報や⽀援をご活⽤ください。
産業保健活動総合⽀援 SAFEコンソーシアム

職場でのメンタルヘルス対策に関する法令・通
達・マニュアル、「ストレスチェック実施プログ
ラム（無料）」を掲載しています。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/
anzeneisei12/

メール・電話・SNS相談窓⼝を設置し、メンタル
ヘルス対策の取組事例などを紹介しています。
■働く⼈のメンタルヘルスポータルサイト
「こころの⽿」

https://kokoro.mhlw.go.jp/

メンタルヘルス対策

治療と仕事の両⽴⽀援のガイドラインや企業の取
り組み事例、シンポジウムなどの総合的な情報を
紹介しています。
■治療と仕事の両⽴⽀援ナビ
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp

治療と仕事の両⽴⽀援

働き⽅改⾰

転倒・腰痛予防対策の参考資料を紹介しています。
■「いきいき健康体操」（監修︓松平浩）
https://www.mhlw.go.jp/content/000895038.mp4
■腰痛を防ぐ職場の好事例集
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/
001087637.pdf

転倒・腰痛予防対策

⾼年齢労働者の健康づくり

労働安全衛⽣調査

職場の化学物質管理の道しるべ「ケミガイド」で
は、化学物質管理に関する無料相談窓⼝のご案内
などを掲載しています。
■職場の化学物質管理の道しるべ
「ケミガイド」

https://chemiguide.mhlw.go.jp/

化学物質管理

■職場における熱中症予防情報
https://neccyusho.mhlw.go.jp/

■職場における受動喫煙防⽌対策
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/
kitsuen/index.html

■労働基準監督署等への届出は電⼦申請が便利です︕
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/
denshishinsei.html

その他



事業者の皆さまへ

■ 医療保険者※１から健康診断の結果を求められた際の提供にご協力ください。

別添１

9月は「職場の健康診断実施強化月間」です
「健康診断及び事後措置の実施の徹底」と「医療保険者との連携」をお願いします

都道府県労働局・労働基準監督署

２.医療保険者との連携

※１：協会けんぽ、健保組合、市町村国保、国保組合、共済組合等を指します。

※２：医療保険者と事業者が積極的に連携し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、

労働者の予防・健康づくりを効果的・効率的に実行すること。

■ 健康診断の実施、有所見者に対する医師からの意見聴取、医師の意見を勘案した必要な事後
措置の実施は、全て労働安全衛生法に基づく事業者の義務です。

特に小規模事業場での実施率が低くなっています。事業場の規模にかかわらず、労働者
の健康管理を適切に講ずるため、事後措置の実施まで徹底してください。

１.健康診断及び事後措置の実施の徹底

エイジフレンドリー補助金
のご案内はこちら

（出典：令和４年労働安全衛生調査）
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＜事業場規模別 健康診断及び医師意見聴取の実施割合＞

○厚生労働省では、コラボヘルス※２等の労働者の健康保持増進のための取組に要した費用に対
し、エイジフレンドリー補助金で一部補助を行っています。積極的にご活用ください。

○有所見者に対する医師からの意見聴取を
徹底しましょう。

○事後措置は、医師の意見を勘案し、必要
があると認めるときに、労働者の実情を
考慮して、必要な措置（就業場所の変更、
作業の転換、労働時間の短縮等）を実施
しましょう。

○事後措置を講ずるに当たっては「健康診断
結果に基づき事業者が講ずべき措置に関す
る指針」をご確認ください。

＜地域産業保健センターのご案内＞
地域産業保健センターでは、労働者数50人未満の小規模事業場への支援として、産業医・保健師

を配置し、健診結果についての医師からの意見聴取、長時間労働者・高ストレス者に対する面接指
導、産業医等の事業場訪問による保健指導、労働者の健康に係る各種相談などの対応をしています
ので、ぜひご活用ください。

○保険者は、高齢者医療確保法に基づき特定健康診査・特定保健指導を、健康保険法に基づき
保健事業を実施し、労働者の予防・健康づくりに取り組んでいます。

○これらの取組が着実に進められるよう、保険者から労働者の健康診断結果を求められた場合
は、その写しを提供することが事業者に義務づけられていますので、健康診断結果の提供へ
の協力をよろしくお願いします。
※法律に基づく提供の場合は、第三者提供に係る本人同意は不要です。

健康診断結果に基づき事業者が
講ずべき措置に関する指針→

nagamines
フリーテキスト
　資料⑦

nagamines
フリーテキスト
　資料⑦



R６.8

「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について
（抜粋）

令和６年８月23日付け基安発0823第２号
１ 重点事項
（１）健康診断及び事後措置等の実施の徹底
（２）健康診断結果の記録の保存の徹底
（３）一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師又は保

健師による保健指導の実施
（４）高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。

以下「高確法」という。）に基づく医療保険者が行う特定健
康診査・保健指導との連携

（５）健康保険法（大正11年法律第70号。以下「健保法」とい
う。）に基づく保健事業との連携

（６）平成30年３月29日付け基安労発0329第３号「地域産業保健
センター事業の支援対象に関する取扱いについて」を踏まえ
た小規模事業場における地域産業保健センターの活用

２ 取組を実施する上での留意点
（１）１の（１）については、健康診断の実施、有所見者に対する

医師からの意見聴取を徹底していただきたいこと。また、医
師の意見を勘案し、必要があると認めるときに、労働者の実
情を考慮して、必要な事後措置を実施していただきたいこ
と。
さらに１の（３）については、健康診断の結果、特に健康の
保持に努める必要があると認める労働者に対しては、医師又
は保健師による保健指導を行うよう努めていただきたいこ
と。事後措置や保健指導を講ずるに当たっては「健康診断結
果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」（平成８年
10月１日健康診断結果措置指針公示第１号、平成29年４月
14日最終改正）を十分に考慮いただきたいこと。
なお、これらについては、労働者数50人未満の小規模事業場
も含む全ての事業場において取り組んでいただく必要がある
こと。

（２）１の（４）については、事業者が、高確法第27条第３項の規
定により安衛法等に基づく定期健康診断結果を求めた保険者
に対して、当該結果のうち特定健康診査に相当する項目を提
供することが義務となっている。また、特定健康診査に相当
しない項目についても、労働者に同意を得ることにより保険
者に対して提供可能であるが、これらを知らないこと等によ
り、中小企業等において、医療保険者への健康診断の結果の
情報提供が進んでいないといった指摘がある。一方、こうし
た情報提供により、コラボヘルス等が推進され、労働者の健
康保持増進につながることから、令和５年７月31日付け基発
0731第１号保発0731第４号「「定期健康診断等及び特定健
康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力事項につ
いて」の一部改正について」に基づいた対応を依頼している
ところである。
また、１の（５）については、令和３年６月11日に健保法

が改正され、令和４年１月より、特定健康診査の対象となら
ない40歳未満の労働者の定期健康診断結果についても、保険
者から求められた場合の提供が事業者に義務付けられてい
る。

以上を踏まえ、定期健康診断の結果の提供の義務につい
て、別添１のリーフレットの活用等により、周知を行ってい
ただきたいこと。

（３）１の（６）については、地域産業保健センターにおいて労働
者数50人未満の小規模事業場を対象として、健康診断結果に
ついての医師からの意見聴取、保健指導等の支援を行ってい
ることから、小規模事業場への指導等の際は、必要に応じて
その利用を勧奨していただきたいこと。また、事業主団体等
が傘下の中小企業等に対して産業保健サービスを提供した費
用を助成する「団体経由産業保健活動推進助成金」につい
て、事業主団体及び事業者等に周知する際には、リーフレッ
トの活用等により、その利用を勧奨していただきたいこと。

（４）安衛法に基づく各種健康診断の結果報告については、電子申
請の利用が可能であることから、別添２のリーフレットの活
用等により、その利用を勧奨していただきたいこと。

（５）派遣労働者については、健康診断に関する措置義務につい
て、派遣元・派遣先の役割分担がなされているため、以下の
事項に留意していただきたいこと。
ア 派遣元事業場による一般健康診断、派遣先事業場による

特殊健康診断の実施状況を確認すること。
イ 派遣元事業場においては一般健康診断及び特殊健康診断

結果の記録の保存、派遣先事業場においては特殊健康診断
結果の記録の保存状況を確認すること。

ウ 派遣労働者に対する一般健康診断の事後措置等の実施に
ついては、派遣元事業場にその義務が課せられているが、
派遣先事業場でなければ実施できない事項等もあり、派遣
元事業場と派遣先事業場との十分な連携が必要であること
から、両事業場の連携が十分でない事案を把握した場合
は、十分に連絡調整を行う必要があること。

（６）外国人労働者を雇用する事業者等に対して、一般定期健康診
断の問診票の外国語版（英語、中国語、韓国語、スペイン
語、ポルトガル語、インドネシア語、ベトナム語、タガログ
語、タイ語、ネパール語、クメール語、ミャンマー語、モン
ゴル語）の周知を行っていただきたいこと。

３ 健康診断以外の産業保健に関する取組の周知・啓発
事業場における産業保健の推進を図るため、重点事項と併せ

て、以下の取組についても周知・啓発を行っていただきたいこ
と。

（１）ストレスチェックの確実な実施、集団分析及びその集団分析
結果の活用による職場環境改善の推進

（２）「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（昭
和63年９月１日健康保持増進のための指針公示第１号、令和
５年３月31日最終改正）に基づく取組の推進
ア 地域資源の活用については、「地域・職域連携推進ガイ

ドライン」（平成17年３月策定、令和元年９月改訂）に基
づく取組

イ 運動の習慣化等による健康保持増進については、スポー
ツ庁のポスター等を活用した「体力つくり強調月間」（毎
年10月１日～31日）、スポーツの日（毎年10月の第２月
曜日）及び「Sport in Life推進プロジェクト」の周知啓発

（３）職場におけるがん検診の推進
ア 健康診断実施時に、事業者や健康診断実施機関等から、
がん検診の受診勧奨

イ 特に、女性従業員に対し、乳がん検診・子宮頸がん検診
や婦人科等の定期受診促進について、別添３及び４のリー
フレットを活用した周知

ウ 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」（平成30
年３月策定）を参考にしたがん検診の実施

エ 別添５のリーフレットを活用した、がん対策推進企業ア
クションの周知

（４）女性の健康課題に関する理解の促進
ア 別添６のリーフレットを活用した、産業保健総合支援セ
ンターにおける人事労務担当者・産業保健スタッフ向け
の女性の健康課題に関する専門的研修及び女性の健康課
題に関する相談窓口の周知

イ 企業や働く女性向けに健康管理に関する情報を提供して
いる「働く女性の心とからだの応援サイト」や「女性の
健康推進室ヘルスケアラボ」の活用

ウ 別添７の転倒災害防止に向けたリーフレットによる骨粗
鬆症検診の受診勧奨

（５）眼科検診等の実施の推進
ア アイフレイルチェックリストや６つのチェックツールを
活用した眼のセルフチェックの推進

イ 転倒等の労働災害の原因ともなっている視野狭窄を含む
緑内障等の眼 科疾患を予防し、早期に発見するため、40
歳以上の従業員に対し、別添８のリーフレットを活用した
眼科検診の周知

（６）職場における感染症に関する理解と取組の促進
ア 「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」（平成23年５

月16日策定、令和４年３月７日最終改訂）に基づく職域で
の検査機会の確保等

イ 「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン」（平
成７年２月20日策定、平成22年４月30日改訂）に基づく
取組

ウ 令和４年４月20日付け基安労発0420第１号「従業員に対
する風しんの抗体検査の機会の提供について（協力依
頼）」等に基づく抗体検査の機会の提供等

（７）「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」（令和６
年５月28日策定）に基づく、個人事業者等による定期的な健
康診断の受診、注文者等による健康診断の受診に要する費用
の配慮等個人事業者等の健康管理のための取組の周知


